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1. はじめに                    

1-1 研究の背景と目的 

近年,日本国内では少子高齢化による人口減少に関

連した問題が顕在化している。なかでも空き家の増加

問題は深刻で,全国の空き家率は 13.8%と過去最高値を

記録している 1)。特に,地方都市や農山村部では人口減

少に伴って空き家の数が増え,管理不全による治安悪

化や景観の悪化などの問題が生じている 2)。 

自治体は,空き家対策として,「空家等対策の推進に

関する特別措置法」（2015）に基づき,危険性の高い空き

家を「特定空家等」として定め, 除却,修繕の命令を出

すことができる。しかし,地方では財政難の問題により,

除却,修繕が進まない実態もある 3)。また人材不足によ

り,既存空き家の利活用方策の見通しも立ちにくく,管

理不全の状態が続く問題も生じている 3)。 

空き家に関する既往研究として髙田ら 4)は,2016年度

末までに空家等対策計画の策定予定かつ都市的地域を

有する自治体へアンケート調査を行うことで,人材不

足・予算の問題などにより,空き家実態調査や対象区域

の拡大,空き家所有者の連絡先把握など,空き家問題へ

の対応が困難であることを明らかにしている。また,今

後の空き家対策の改善のためには,自治体の人的資源

や財政,人口規模などの地域特性を考慮する必要性を

述べている。立神ら 5)は,全国の自治体における空き家

対策の有無,改修補助の執行予定件数などの実態から,

支援制度の画一的・形式的な傾向が顕著であり,地域状

況に即応した多様な方策は少ないことを明らかにした。

ここでも,空き家対策は地域状況に即応し,地域問題の

解決手段とする必要性が述べられている。 

つまり,空き家問題に対する効果的な対策を講じる

にあたっては,地域特性に応じた効果的な対策を明ら

かにする必要があるといえる。 

そこで本研究では,まず空き家率と関係が認められ

る都市構造や自治体の財政などの地域特性を利用して,

日本全国の自治体を分類する。その後,分類ごとに空き家

率低減が認められる自治体における取り組みを明らかにす

ることを目的とする。本稿では,自治体の分類までを報告する。 

1-2 研究の方法 

2003-2023年における全国 1711市町村注 1)の空き家率

の増減率注 2)により全国的な空き家率の傾向を明らかに

する(2 章)。次に,表 1 に示す地域特性を説明する変数

と,空き家率との単相関分析を行う。相関関係が認めら

れた変数を用いて,因子分析を行うことで,空き家率と

関係する地域特性の共通因子を抽出する。その後,因子

得点を用いて,全国 1711 市町村をクラスター分析によ

り分類し,分類ごとの地域特性を明らかにする（3 章）。 

1-3 地域特性を説明する変数の概要 

 地域特性として収集する変数は,表 1 に示す人口,世帯

数,出生率などの「人口構成・変化」,面積,可住地面積

率,耕地面積などの「地理的特徴」,「産業構造」,「経

済」,バス停数,公共交通空白地面積率注 3）などの「生活

環境」の計 42 項目を網羅的に選定した。また空き家率
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図１ 過去 20 年間の全国における空き家率の増減 
(2003-2023) 
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は,総務省住宅・土地統計調査 2003∼2023 年の空き家率

が確認できる約 1000 市町村注 4)を対象に調査注 5)した。 

 2. 全国における空き家率の増減傾向         

 空き家率の変化を明らかにするため,969 市町村を対

象に,直近 20 年の 2003 年から 2023 年までの空き家率

の増減率を算出し,全国平均注 6)の 30.26%以上,全国平均

の 30.26%未満,空き家率が低減している自治体の 3 段階

に分け,その分布を図１に示した。  

 図1より,750市町村の空き家率は増加している一方, 

219 市町村で空き家率が低減していることが分かる。 

空き家率が低減した市町村の分布に着目すると,そ

の過半の市町村は三大都市圏に分布していることが確

認できる。また地方では,空き家率が増加している 604

市町村のうち,402 市町村が全国平均を上回っていた。

そして空き家率の増減率は,兵庫県福崎町が-57.84％

と最も低く,静岡県森町が 423.07％と最も高い増減率

を示していた。 

以上より,全国的に空き家率が増加傾向にある一方,

三大都市圏と地方の一部の市町村では空き家率が低減

していることが明らかになった。  

3.都市の属性データを用いた都市分類        

3-1 空き家率と地域特性の関係性 

 空き家率と地域特性の関係性を把握するため,1035

市町村注 7)を対象に,2023 年の空き家率と,地域特性を示す

41の変数の最新値(2020年から2024年までのデータ注8))と

の間の単相関分析を行った(表 1)。 

 単相関分析の結果,空き家率と有意確率 5%水準で関

係性を確認することができたのは地域特性 41変数のう

ち,35 の変数であった。 

なかでも有意確率が 0.01未満であり,相関係数(以下,

γ)が 0.4 以上の変数に着目すると,「人口構成・変化」

では,「65 歳以上人口率」,「死亡率」の正の相関が,「15

歳未満人口率」,「15∼64歳人口率」,「DID人口比率」,「出

生率」の負の相関が認められた。以上より,年少人口,生

産人口の割合が高い地域や出生などの人口動態がみら

れる地域は空き家率が低い傾向にあると考えられる。  

「地理的特徴」では,「可住地面積率」,「都市計画区

域面積率」の負の相関が認められた。都市計画区域は,

道路や橋などの都市基盤施設が整備されており,開発

がしやすい区域であることから,空き家率が低い傾向

にあると考えられる。 

「産業構造」では,7 つの変数で正の相関が認められ

た。7 つの変数とは,「電気・ガス・熱供給・水道業」を

含む,宿泊,娯楽などの観光に関する第 3 次産業の変数で

表１ 調査データ一覧と単相関分析の結果 
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ある。以上より,産業の中でも観光に関連する第 3 次産

業の人口一人当たり事業所が多い地域で,空き家率が

高い傾向にあると考えられる。 

「経済」,「生活環境」では,「財政力指数」の負の相

関が,「公共交通空白地面積率」の正の相関が認められ

た。以上より,財源に余裕がない地域や公共交通空白地

の割合が高い地域で,空き家率も高い傾向にあると考

えられる。  

変数ごとに着目すると,「死亡率」の相関関係がγ=0.688と

最も高い正の相関を,「15∼64 歳人口率」の相関関係が

γ=-0.662 と最も高い負の相関が認められた。以上より,

市町村の空き家率は「人口構成・動態」に高い関係性が

あるといえる。 

3-2 地域特性における共通因子の抽出  

市町村における空き家率に関する地域特性の共通因

子を抽出するために因子分析を行う。分析に用いる変

数は,前節で明らかになった空き家率と一定の相関関

係が認められるγの絶対値が 0.4 以上の 18 変数(表１

の灰色)とした注 9)。因子の抽出方法には主成分法を用い,

固有値 1.0 以上の因子に対してバリマックス基準の直

交回転を施し,その結果を表２に示している。 

表２より,標本妥当性指標(MSA)は,0.865,バートレ

ット検定の結果,x2=29621.172,有意確率=0.00であり有

意水準 0.05未満であることがから因子分析に適合して

いるといえる。分析の結果,固有値 1.0 以上の 3 つの因

子が抽出できた。さらに,累積寄与率も 68.54%と高いこ

とから,この 3つの因子で市町村の地域特性を説明でき

ると考えられる。 

各因子の解釈は,回転後の因子負荷量の絶対値が 0.4

以上の項目を中心に行う。第 1 因子の因子負荷量をみ

ると,「公共交通空白地面積率」,「複合サービス事業」,

「電気・ガス・熱供給・水道業」,「65 歳以上人口比率」,

「死亡率」が正の影響を示している。このことから,第

1 因子の因子得点が高い市町村は,交通利便性が低く,

高齢化が進んだ市町村と考えられる。一方,「都市計画

区域面積率」,「財政力指数」,「DID 人口比率」,「可住

地面積率」,「15∼64 歳人口比率」が負の影響を示して

いる。このことから,第 1 因子の因子得点が低い市町村

は,経済力が高く,開発がすすめられた市町村と考えられ

る。以上より,第 1因子を「都市基盤の脆弱性」と解釈した。  

第 2 因子の因子負荷量を見ると,「財政力指数」,「15

歳未満人口率」,「出生率」,「15∼64 歳人口率」が正の

影響を示している。以上より,第 2 因子の因子得点が高

い市町村は,出生率と生産性が高い市町村と考えられ

る。一方,「65 歳以上人口率」,「死亡率」が負の影響

を示している。このことから,第 2 因子の因子得点が低

い市町村は,高齢化による人口減少が進んでいる市町

村と考えられる。以上より,第 2 因子を「年齢別人口構

成の健全性」と解釈した。 

第 3 因子の因子負荷量を見ると,「事業所総数」,「宿

泊業,飲食サービス業」,「卸売業,小売業」,「生活関連

サービス業,娯楽業」,「サービス業」,「医療,福祉」が

正の影響を示している。このことから,第 3 因子の因子

得点が高い市町村は,人口数に対して宿泊業,飲食サー

ビス業,小売業,娯楽業の事業所が多い市町村と考えら

れる。以上より,第 3因子を「観光等の 3次産業の集積性」

と解釈した。  

3-3 地域特性に応じた市町村の分類  

 前節で算出した 3 つの共通因子の因子得点を用いてク

表２ 因子分析の結果 
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ラスター分析

を行った。クラ

スター距離の

測定方法は,ユ

ークリット平

方距離による

ウォード法を用いた。分析の結果,1711 市町村を 5 つの

クラスターに分類した。その結果を表３に示している。  

【クラスタ―１】「因子 1：都市基盤の脆弱性」が正の値

を,「因子2：年齢別人口構成の健全性」,「因子3： 観光等

の 3次産業の集積性」が負の値を示している。また,他のク

ラスターに比べ「因子 3：観光等の 3 次産業の集積性」

(-0.345)が最も低い。「因子 3：観光等の 3 次産業の集積

性」が負の値になるほど,人口に対して観光等の 3 次産

業の事業所数の割合が低く,空き家率も低いことを示

す。よって,クラスター1 を「居住安定市町村」とした。 

同様の方法で他のクラスターの特性を把握した結果, 

【クラスター2】は「高齢化進行市町村」,【クラスター

3】は「人口構成安定・開発可能性市町村」,【クラスタ

ー4】は「基盤整備された市町村」,【クラスター5】は

「観光等の 3 次産業が盛んな市町村」とした。 

 表 4 に示しているクラスターごとの空き家率増減状況

に着目すると,空き家率の低減が認められる市町村は,計

219 市町村あり,クラスターごとに 15,3,40,161,0 市町村

が確認できた。  

4.まとめ                      

本研究では,全国における直近 20 年の 2003 と 2023

年の空き家率の増減率を算出した。その後,空き家率と

関係が認められる人口構成,地理的特徴や自治体の財

政などの地域特性を利用して,日本全国の自治体の分

類を行った。 

その結果,全国的に空き家率が増加傾向を示してい

る一方,一部の市町村では空き家率が低減しているこ

とが明らかになった。 

 また,市町村の空き家率は「人口構成・動態」に高い

関係性があり,空き家率と相関が認められた地域特性

の 3 つの共通因子が抽出された。そして,全国の自治体

を 5 タイプに分類した。 

 本研究は地域特性に応じた効果的な空き家対策を明

らかにすることを目的にしている。そのため,分類ごと

に空き家率の低減が認められる自治体を対象に空き家

対策を調査し,自治体の政策の実行後,空き家率の低減

を確認することで,政策の有効性を明らかにすること

が今後の課題といえる。  

【補注】  
注 1)全国 1718市町村のうち,福島第一原子力発電所事故により避難指示区域が設 

定された 7 市町村(南相馬市,富岡町,大熊町,双葉町,浪江町,葛尾村,飯舘村) 
を外した 1711市町村を対象にした。 

注 2)空き家率の増減率は住宅・土地統計調査を基に算出した。 
注 3)公共交通空白地面積は国土数値情報ダウンロードサイトからバス停と駅の位 

置情報を収集し,バス停から半径 300m,駅から半径 800mの合計を計算した。 
注 4)空き家率が公開されている市町村は,2003年 1026市町村,2008年 1106市町 

村,2013年 1092市町村,2018年 1063市町村,2023年 1036市町村である。 
注 5)空き家率の調査は,総務省統計局の住宅・土地調査を基に行う。調査対象年度 

は 2003～2023年の 5年間隔であり,市町村が合併された場合,合併後の市町 
村を基準に合計し,調査を行った。 

注 6)全国平均は,2003年の空き家率平均と2023の空き家率平均から平均増減率を算出した。 
注 7)2023年の住宅・土地調査の結果を用いて相関分析を行った。 
注 8)単相関分析の変数は,変数ごとに得られる最も最新のデータを用いた。データ 

の調査年度は表 1に示している。 
注 9)分析に用いる変数の相関係数が低すぎると共通因子の抽出が困難であるため 

相関係数の絶対値が 0.4未満の変数は除外した。 
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図２ 因子プロット図 

表３ クラスター分析の結果 

表４ 各クラスターにおける市町村の空き家率増減状況 
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